
 

 

 

 

 

 

 

 

福祉施設の建設費等に関する動向について 
 

独立行政法人福祉医療機構では、標記に関するリサーチレポートをとりまとめました。 

なお、同レポートの内容は、機構ホームページ(http://hp.wam.go.jp/tabid/1853/Default.aspx)

にも掲載しております。 

 

 

近年、建設需要の高まりにより建設費が上昇しています。今後もこうした傾向が続くと予想され

るなか、福祉施設を経営する事業者にとって建設費等の動向を把握しておくことは、将来の施設整

備に備えるうえで重要です。 

本レポートでは、福祉医療機構のデータを用いてユニット型特別養護老人ホーム（以下「特養」と

いう。）及び保育所の近年の平米単価の動向を分析するとともに、定員 1人当たり（以下「1人当たり」

という。）延床面積や 1 人当たり建設単価の推移についても取り上げることで、事業者が実際に事業

計画を立てるうえで参考となる資料を提示することを目的としました。 

 

今回のアンケート結果から、各病院の今後の利益については厳しい状況が見込まれており、 

 福祉医療機構のデータを分析した結果、特養及び保育所の建設費の平米単価は近年上昇傾向

にあり、とくに東北 3 県において顕著でした。単価は首都圏が最も高く、関東・甲信、東北、

近畿においても比較的高い水準にありました 
 

 建設費上昇の要因としては、需要増加による資材費及び労務費の上昇があり、需要について

は東北において増加しています 
 

 特養及び保育所の 1人当たり延床面積をみると、首都圏では全国平均より低い水準で推移し

ており、とくに保育所において近年全国とかい離の傾向がみられます 

 1 人当たりの建設単価は、首都圏では平米単価が高いものの、1 人当たり延床面積が小さいた

め、全国平均と大きな差がみられませんでした 
 

 今後も建設費の上昇が予想されるなか、資材の選択により平米単価を抑えたり、1 人当たり延

床面積を適正範囲に収める等の無駄のない設計で建設費を抑える工夫が必要です 

 また事業計画を立てる際は、同規模での建替を想定するばかりでなく、人口減少等も見据え

継続的な改修等により施設の耐用年数を延ばしていく等の視点も求められます 

以上 
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2. レポートの概要 

１. レポートの目的 


